予算要求資料
平成28年度当初予算　　　支出科目　款：農林水産業費　項：畜産業費　目：畜産振興費
	事業名 新畜産サミット開催事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　　　農政部畜産課養豚・養鶏係　電話番号：058-272-1111（内2878）

　　　　　　　E-mail： c11437@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　        　　　　　　　　2,200千円（前年度予算額： 0千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	2,200
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	2,200

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
・飼料価格高騰による生産コスト上昇など畜産経営は厳しさを増している。

・本年１０月にＴＰＰ大筋合意により、今後、安価な畜産物の輸入による、国産畜産物価格への影響が懸念されている。

・県内の畜産担い手は少子高齢化の影響もあり、減少し続けている。

・将来の担い手となりうる子供たちが、かつての畜産フェアのような、畜産と食の関わりを理解できる機会が必要である。

・全国農業担い手サミットの開催と合わせ、担い手育成施設の拠点として検討されている東濃牧場において、畜産サミットを開催することにより、岐阜の畜産を全国に発信し、知ってもらう機会となる。ただし、来場者と牧場運営との境界線を明確に区切るなど、防疫対策を万全にして取り組む必要がある。
（２）事業内容
主　　催：岐阜県

協　　力：恵那市、畜産関係団体など

開催時期：平成２８年１１月１１日（金）予定
開催場所：岐阜県東濃牧場（恵那市長島町正家鍋山）
開催内容：

○畜育（ちくいく）

模型を使った搾乳模擬体験、バターづくり、大型農業機械体験乗車、
ロールベールへのお絵かき体験等
○ぎふの畜産紹介
飛騨牛・銘柄豚肉・奥美濃古地鶏の紹介
畜産研究所の取組紹介、東濃牧場の成立ちや将来展望紹介

○生産者との交流

地元の若い生産者と子供たちとの意見交換で交流を深める
（３）県負担・補助率の考え方

　　県の施策として、担い手の育成確保を進めていくことから、県自ら実施する。
（４）類似事業の有無
　　　無　
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	旅費
	100
	

	需用費
	　1,000
	パネル・資料代200、食材費500、消毒関係消耗品300

	委託料
	　1,100
	会場設営700（ﾃﾝﾄ、防寒用横幕、暖房器具）、

バス借上げ300（2台）燃料費100

	合計
	2,200
	


	　決定額の考え方　




事業評価調書（県単独補助金除く）
	■  新規要求事業　

	

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・継続開催することにより、将来を担う子どもたちが、畜産への関心を高め、るとともに、新たな畜産担い手の育成・確保につなげていく。
　


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
(前々年度末時点)
	目　標
	達成率

	
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	子どもたちの畜産への関心を高めることを目的とした事業であることから、指標設定することが困難である。



（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）



（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果
　




	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	県の施策として、担い手の育成・確保を進めていくことから、
県自ら実施することは妥当。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）


	　　　　　　　　　　　　　

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)


	　　　

　　　　　　　　　　　　　


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
学校のカリキュラムに入れてもらうには市町村教育委員会の協力が不可欠である。また、防疫の観点から、十分な対策をとる必要がある。




（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか。
今回の取組をきっかけとし、他の学校へ参加を呼び掛けていく。



